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人工軽量骨材のアルカ リシリカ反応性 と

その評価手法の提案
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概 要 人工軽量骨材のアルカリシリカ反応(ASR)に 関連 して,人 工軽量骨材 コンクリー トのASRに よ る劣化事例

と現行のASR判 定試験法の適否にっいて述べるとともに,わ が国で現在使用されている人工軽量骨材の岩石 ・鉱物学的

特徴とASR試 験の判定結果 との関係にっいて解説 した。人工軽量骨材のASR試 験 の結果より,一 部の軽量骨材では化

学法(JISA1145)で アルカ リを多量に溶出するものがあり,「無害でない」 と判定されたが,モ ルタルバー法(JISA

1146)で は大きな膨張は発生せず,「 無害」 と判定された。また,コ ンクリー トバー法による評価では,促 進養生条件

(養生温度,内 在または外部からのアルカリ供給量など)と の関係より,2,3の 人工軽量骨材は骨材の殻の内外にASR

ゲルの生成が観察されたが,骨 材中の気孔によりASRゲ ル の膨張圧が大きく緩和されたため,人 工軽量骨材 コンクリー

トにはひび割れの発生を伴 う膨張は認められなかった。以上のことより,一 連のASR試 験結果を総合的に比較検討して,

軽量骨材に適 したASR試 験法の提案を行った。
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1.は じ め に

軽量骨材は,構 造物の軽量化を目的として,高 層建築

物のスラブや外壁材に主に使用されてきたが,近 年,橋

梁の桁や床版などの構造部材にもその用途が拡がってき

ている。軽量骨材としては,火 山礫を破砕し,粒 度調整

した天然軽量骨材,工 業的に高温焼成 して製造 される人

工軽量骨材,膨 張スラグ,石 炭灰などの各種産業廃棄物

を高温焼成 して製造される副産軽量骨材,左 官用モルタ

ルに用いられる真珠岩や黒曜石を焼成 して発泡させた骨

材,な ど多種多様なものが流通 している。1950年 代後

半以降,天 然軽量骨材に比べて品質が安定 している人工

軽量骨材の開発が進められ,構 造物 に利用 されてか ら

40年 以上経過 しているが,わ が国ではASRに よる劣化

事例がこれまで報告されていなかった。 しかし,近 年,

人工軽量骨材を用いた実構造物においてASRに よる劣

化の疑いのある2,3の 事例が報告されている1)・2)。一方,

人工軽量骨材のASR試 験法の適用性に関しては,体 系

的な研究がほとんど行われていないのが実状である3)。

このため,軽 量骨材のJISA5002の 改正原案作成委員

会では,軽 量骨材のアルカ リシリカ反応性が不明確であ

ること,軽 量骨材へのASR試 験法の適用性が不確定な

ことなどを重要な懸案事項 として指摘 している。

本報告では,人 工軽量骨材コンクリー トのASRに よ

る劣化事例と現行のASR判 定試験法の適否にっいて述

べるとともに,わ が国の代表的な人工軽量骨材の岩石 ・

鉱物学的特徴とASR試 験の判定結果 との関係にっいて

解説する4)。また,一 連のASR試 験結果を総合的に比

較検討 して,軽 量骨材 に適 したASR試 験法の提案を

行 った。

2.人 工軽量骨材 のASR試 験法の適否 と課題

わが国では,骨 材のASR判 定試験法として,化 学法

(JISA1145-2001)お よびモル タルバ ー法(JISA

1146-2001)が 規定されている。 しかし,両 試験法によっ

て適切に判定できない種類の骨材があることが指摘 され

ている5)～7)。一方,軽 量骨材に関 しては,JISの 解説中

に化学法およびモルタルバー法が適用できないと明記 さ

れている。 この理由は,ASR試 験では骨材 は破砕 して

細骨材の粒度で用いられるが,軽 量骨材 は破砕 したもの

と破砕 しないもの(原 骨材)と で骨材の物理的 ・化学的

性質が大きく変化するためである。 さらに,高 温で焼成

された人工軽量骨材や火山礫からなる天然軽量骨材の中

には,ASRを 発生させる反応性鉱物を含有する可能性

があるが,軽 量骨材の岩石 ・鉱物学的検討がこれまで実

施されていないので,含 有反応性鉱物 とASR試 験法の

適用性 との関係が明確になっていないことが挙げ られ

る4)。

実際,軽 量骨材に化学法を適用する際には,軽 量骨材

の気孔中にアルカ リ溶液が吸着されるために,分 析用の

液量が一定にならないことや,吸 引ろ過の時間を長 くす

る必要があること,な どが問題になる。 このため,化 学

法の測定精度自体が低 くなることにも注意が必要である。

一方,モ ルタルバー法においては,JISA1146に 準拠

した質量配合でモルタルバーを作製すると,骨 材容積が
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増大す るため モル タルの練 り混 ぜや打設 が困難 になる こ

とが問題 とな る。 また,コ ンク リー トバ ー法 は,軽 量細

骨材お よび軽量粗 骨材 を組 み合 わせて,所 定 の配合で コ

ンク リー トの アルカ リシリカ反応性を評価で きるために,

よ り実用性が高 い判定方法であ るといえ る。 しか し,促

進養生条件下で も判定 には6ヵ 月か ら1年 を要す るとい

う点が問題 となるとともに,軽 量骨材 コンク リー トに適

した膨張値 の判定基準 の設定が重要 にな る。

3.人 工 軽 量 骨 材 コ ンク リー トの 実 構 造 物 で の

ASR劣 化 事 例

3.1橋 梁 ・地覆の事例

東 北地方 の山間部 にある橋 梁 は,1995年 に竣工 した

ものであ り,竣 工後 ま もな く地覆 の橋軸方向 にひび割れ

が多数発生 した。本橋梁 は周辺 に障害物がな く,日 射 や

風雪等 の気象環境 の影響 を直接受 ける,厳 しい環境下 に

あ った。地覆 に用 い られた コンク リー トは,造 粒型膨張

性頁岩 系の軽量細骨材 および軽量粗骨材 を使用 した軽量

コンク リー ト2種 であ った。地覆 よ りコアを採取 した結

果,コ アの側面 には写真一1に示 すよ うな凍結融解 の繰返

しに よる骨材 を連結 す る,連 続 的なひび割 れが発生 して

いた。 また,写 真一2に 示す よ うにASRゲ ル の生成が確

認 された。本 橋梁 では,耐 凍害性 に劣 る軽量2種 コ ンク

リー トが使用 されてい ること,上 部工側 面の地覆 コンク

リー トと捨て型枠 との境界に隙間が生 じてお り,こ の部

分 に防水や排水の対策がな されていなか ったために,側

面周辺の コ ンク リー トが湿潤状態 にな り,耐 凍害性 で も

不利 な環境下 におかれていた ことも損傷 の一因 とな った。

3,2プ レキ ャス ト壁部材 の事例

千葉 県の研究 施設 のプ レキ ャス ト壁部 材 は,1993年

に竣 工 し,写 真弓 に示 すよ うに壁表 面全体 に亀 甲状 の

ひび割れが発生 した。 プ レキ ャス ト壁部 材に用い られた

コ ンク リー トは,造 粒型酸性火山岩系の軽量 細骨材 およ

び軽量粗骨材 を使用 した軽量2種 コ ンク リー トであ った。

写真一1　地覆からのコアのひび割れ

写真一2　ASRゲ ルの生成状況

写真一3　プレキャス ト部材の表面性状

Alkali-Silica Reactivity of Lightweight Aggregates and Proposal of ASR Assessment 
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which are now produced in Japan, was comparatively examined according to the chemical method, JIS A 1145, and three 
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types of mortar bar methods. Furthermore, although ASR gel was actually formed around the shell or in the voids of some 

lightweight aggregates in concrete, the expansion behavior of concrete bar was not so significant because the internal voids 

in lightweight aggregate may eliminate the expansion pressure due to ASR. Furthermore, the appropriate test procedure 

for ASR assessment of the concrete containing lightweight aggregates was discussed and proposed, 
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偏光顕微鏡観察の結果より,石 英,長 石,黒 雲母などの

斑晶とガラス質な石基とか らなっていた。この軽量骨材

の物理的性質は,密 度が0 ,90g/Cln',吸 水率が1.1%

であり,市 販の人工軽量骨材と比較 して,独 立空隙が多

い高強度,低 含水率の骨材である。プ レキャスト壁部材

よりコアを採取 し,コ アの破断面を酢酸 ウラニル蛍光法

で観察 した結果,写 真一4に示すように骨材の殻周囲に

ASRゲ ルの生成が確認された。壁表面部分にマ ップ状

のひび割れが認められたが,周 辺に障害物がなく,日 射

や風雨等の気象環境の影響を直接受ける環境.ドにあるこ

とか ら,ひ び割れの原因はASRの 発生 とその後の乾湿

による繰返 しが原因であった。

4.軽 量骨 材のアルカ リシ リカ反応性 の評価

軽量骨材のアルカ リシリカ反応性とその試験法の適否

を確認するために,わ が国で使用されている6種 類の人

工軽量骨材および1種 類の天然軽量骨材を対象とした

ASR試 験法(骨 材の化学法,モ ルタルバー法 とコンク

リー トバー法)を 実施 した。

4.1使 用 材 料

対象とした軽量骨材(市 販品)は6種 類の人工軽量骨

材 と/種 類の天然軽量骨材である。軽量骨材の物理的性

質を表一1に示す。なお,軽 量骨材の密度は絶乾密度で,

吸水率は出荷時の含水状態で表記 した。細骨材と粗骨材

の含水量の差は,細 骨材は粒径が小さいために製造時に

骨材内部に気孔が取 り込みにくいこと,骨 材Bは 独立

気孔が多 く,破 砕により骨材表面に気孔が多くなったこ

と,に よ るものであ る。骨 材Eは 左 官用 で使 用 されて

いる真珠岩系(ガ ラス相を含有)の 細骨 材であ り,骨 材

Fは ガラス瓶廃材 を原料 として製造 された細骨材である。

通常の軽量骨材 は骨材を形 成す る外殻 と内部 の気 孔か ら

な ってい るが,天 然骨材Gは 外殻が な く,内 部 の気孔

の形状がいびっであ るのが特徴であ る。 また,比 較 のた

め に,反 応性骨材 と して富山県常願寺川 産の川砂利(安

山岩粒 了を約30%含 有 す る,化 学 法(JISA//45):

Sc/Rc=5.2,Sc=353mmol/1,Rc=68mmo1/1,モ ル

タルバ ー法(JISA1146):0.443%(材 齢6ヵ 月)を

用 いた。骨 材Eお よびF以 外の ものは構造用 軽量 コ ン

ク リー ト用の粗骨 材であ り,出 荷 時の含水状態 の ものを

ロール ミルで粉砕 した後 ,細 骨材 と して使用す るために

5mm以 ドの範囲 でモル タルバー試験用の粒度(JISA

l!46-2QOI)に 調 整 した。 また,モ ル タルバ ー法 に は,

普通 ボル トラン ドセ メン ト(密 度:3.16g/cm'`,ブ レー

ン値:3330cmZ/g,等 価 アル カ リ量:0 .68%)を 使 用

した。 コンク リー トバ ー法 には,細 骨材 と して非反応性

の津久 見産石 灰石砕 砂(密 度:2 .69g/cm・',吸 水 率:

0.70%,粗 粒 率:2.70)を 用 いた。

4.2化 学 法による判 定

表一2に 軽量骨 材 の化 学成分 を示す。 軽量骨 材 の化学

成分 は,原 料 の種類(頁 岩,石 炭灰,粘 上鉱物な ど)や

焼成方法(温 度,冷 却速度)に よ り相違 す るとともに,

軽 量骨材 の内部組 織 は均 一 では な く,微 呈 な化 学成 分

(リ ン,ア ルカ リな ど)が 局部的 に偏在 す る状況 も確認

され た。 表一2よ り催量 骨材 の主要 な化学 組成 は,シ リ

カ分 および アル ミナ分の合計 が70～80%で あ り,い ず

写真一4　ASRゲ ルの生成状況(酢 酸 ウラニル蛍光法)

表一1　骨材の原料および物理的性質

表一2　軽量骨材のガラス相の主要な化学成分(wt%,SEM-EDX分 析)
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れの もの も等価 アルカ リ分(Na,O+0.658K、O換 算値)

が10%程 度 あ るのが特徴 であ る。 また,軽 量骨材 の ガ

ラス相 は反応性骨材(安 山岩粒子)に 類似 した化学組成

の ものであ ることがわかる。 したが って,軽 量骨材の焼

成過程 で骨材 の外殻 としてガ ラス相が形成 される場合 に

は,ASRが 生 じる可能性が ある。

軽 量骨材 の化学法(JISA1145)に よ る判 定結果 を

図一1に 示す。 軽量骨材 の アル カ リシリカ反応性 は軽量

骨材の化学 成分および鉱物組成 と密接 に関係 している。

図 に示 すよ うに,化 学法 のSc/Rc比 は軽量骨材 の種類

に より変化す るが,い ずれの軽量骨材 も 「無害で ない」

と判定 され た8)。一般 に,溶 解 シ リカ量 および アルカ リ

濃度 の減少量 が と もに大 きい骨 材(ASTMC289に お

いて潜在的有害 の領域 にプロ ットされ る骨材)は,ア ル

カ リシリカ反応性が高 いと認識 され,ペ シマム現 象が顕

著 に現 れ るもので ある9)。 また,骨 材Eの よ うに溶解 シ

リカ量 に比べて アルカ リ濃度の減少量が小 さい ものや,

骨 材Fの よ うにアル カ リ濃 度の減少量 が負 の値 の もの

もある。 これ らの結果 は化学法の試験中 に骨材のガ ラス

相 か らアルカ リが多量 に溶 出 して いる可能性 を示唆 して

い る10}・1i)。

軽 量骨材 か らの アル カ リ溶出量 を図一2に 示す。人 工

軽量骨材 は初期 よ り比較的多 くのアルカ リを溶 出す るが,

浸 せ き28日 ま でにほぼ終了 して いることが特徴 である。

と くに,ガ ラス廃材 か ら製造 された骨材Fは 他 の人工

軽量骨材 と比較 して顕著 なアルカ リ溶出が認 め られ る。

一方 ,天 然骨材Gは 浸せ き28日 までのアルカ リ溶出量

は少 ないが,浸 せ き日数 の経過 とと もにアルカ リ溶 出量

が増大 してい ることが特徴 である。

4.3モ ル タルバー法 による判定

促進膨張試験(JISA1146,ASTMC1260お よ びデ

ンマーク法)に お けるモル タルバーの膨張挙動 を図一3,

図 一4お よび図 一5に 示 す。3種 類 の モル タルバ ー法 は規

格 に準拠 した質量配 合(S/C=2.25)と 標 準砂 との密度

差 を考慮 した容積配 合(S/C=1.35,W/Cは 各 規格 に

準拠)の2条 件で実施 した。

JISA1146の 試 験 では,い ずれの軽量骨材 も材齢182

日 に おける膨張量が0.1%以 下 とな り 「無害」 と判定 さ

れた。 また,骨 材E以 外 の軽 量骨材 の モル タル の膨 張

量 は,容 積配合(S/C=1.35)と 質 量配合(S/C=2.25)

と もに材齢7日 まで膨張が急激 に増加 し,そ の後 は緩や

かな膨張 挙動 とな った。 と くに,軽 量骨 材 の中 で,X

線 回折分析 によ ってガ ラス相 およびク リス トバ ライ トが

同定 された骨材Eは 他 の もの と比 べて膨張量 が全体 に

大 きくなった。一方,ア ルカ リが外部 より常 時供給 され,

高温環境下 におかれ るASTMC1260の 試 験で は,い ず

れの軽量骨材 も材齢14日 にお ける膨 張量が0.1%以 下

とな り 「無害」 と判定 されたが,JISA1146と 異 な り

モル タルの膨張 が漸増傾 向 となった。ASTMC1260の

試 験 で も,骨 材Eは 他 の もの と比べて膨 張量 が大 き く

図 一1　軽 量 骨 材 の 化 学 法(J工SA1145-2005)の 結 果 図一2　軽量骨材からのアルカリ溶出量

図 一3　モ ル タル バ ー 法 の 結果(JISA1146-2005)
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な り,JISA1146と 同様 な傾向で あ った。 また,デ ン

マ ーク法 の試験 は,JISA1146お よ びASTMC1260

と比 較 して膨張が全体的 に小 さ くな り,容 積配 合の もの

は質量配合 の ものと異 な り,浸 せ き期間中に収縮 す るも

のが あ った。軽量骨材の ガラス相の反応性 はアルカ リ雰

囲気 に依存 し,デ ンマー ク法で形 成され るアルカ リ濃度

で はガ ラス相のASRが 生 じて いな い可能 性があ る12)。

軽 量骨材 モル タル はASRに よ る膨張 挙動 が密実 な反

応性骨材の場合 とは大 き く異な るもの と予測 される。す

なわ ち,軽 量 骨材 に モル タル バ ー法(JISAll46,

ASTMC1260お よ びデ ンマー ク法)を 適用す ると,い

ずれの軽量骨材 も膨張率が0.1%未 満 になるのに対 して,

川 砂利 にJISA1146,ASTMC1260お よ びデ ンマ ー

ク法 を適 用 す る と膨 張率 が それ ぞれ,0.443%(材 齢

182日),O.710%(材 齢14日)お よび1.237%(材 齢91

日)と な った1㌔ 軽量骨材 の場合 には,モ ル タルバ ー法

で は,破 砕 した骨材断片 を使用す ることになるので,骨

材内部の多数 の気孔 がセメ ン トペース トと直接接触す る

ことにな り,ASRゲ ル が骨 材の気孔 中に貯留 され るこ

とか ら,ASRに よ る膨張圧 が大 き く緩和 され る もの と

推測で きる'4)。これ は,AEコ ン ク リー トにおいて連 行

空気 が果 たす膨張抑制 の効果 と同様 なもので ある。

4.4コ ン ク リー トバー法による判定

軽量 骨材 を使用 したコ ンク リー ト(CSA法,ASTM

法 お よびデ ンマ ーク法)の 膨 張挙動 を図 一6,図 一7お よ

図一4　モルタルバー法の結果(ASTMC1260)

図 一5　モ ル タル バ ー 法 の 結 果(デ ンマ ー ク法)

図 一6　 コ ン ク リー トバ ー 法 の結 果(CSAA23.2-14A)

図一7　コンクリー トバー法の結果(ASTM法)
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び図一8に 示す。 図一6に 示す よ うにCSA法(Canadian

StandardAssociation,恒 温 恒 湿槽養 生)で は,い ず

れの軽量骨材 コ ンク リー トも膨張 しなか った。 この原因

は,CSA法 で規 定 されたアル カ リ量 が軽量骨材 に対 し

て少 な い ことや,湿 度100%に 保 持 す る ことが出来 な

か ったために試験体が乾燥状態 にな った ことによ るもの

で あ った。

一般 に
,多 孔質 な軽量骨材 は乾燥の影響が普 通骨 材よ

りも現 れやす く,ASR試 験 中の湿度管理 がよ り重要 で

あると指摘で きる。

一 方,図 一7に 示 したASTM法(1N・NaOH溶 液 へ

の浸せ き)で は,川 砂利のみが材齢6ヵ 月以後に膨張 し

たが,い ず れの軽量骨材 もほとん ど膨張が発生 しなか っ

た。 また,図 一8に 示 したデ ンマ ーク法(飽 和NaCl溶

液 へ の浸 せき)で は,川 砂利 のみが材齢2カ 月以後 に急

激 に膨張 し,亀 甲状 の ひび割 れが 発生 した。 しか し,

ASTM法 と 同様 にいずれの軽量 骨材 もほ とん ど膨 張 は

発生 しなか った。

5.人 工 軽 量 骨 材 に お け るASR判 定 試 験 法 の

提 案

現 行の骨材 のASR試 験 法 と しては化学 法が もっと も

普及 しているが,原 骨材 を破砕 して用 いること,軽 量骨

材 の気孔 中に アルカ リ溶液 が吸着 されるために,分 析用

の液量 が一定 にな らない こと,な どを考慮 して,化 学法

(JISA1/45)は 適 用 しない ことに した。 また,軽 量骨

材にモル タルバー法を適用 す る場合,破 砕骨材 を用 いる

ことにな るので,骨 材 内部 の多数 の気孔部分 がセメ ン ト

ベー ス トと直接接 触す ることにな る。実 際,モ ル タル中

のASRゲ ル は,写 真一5に 示す よ うに軽量骨材内部 の気

孔 に貯 留 して いるのが観 察 された。SEM-EDX分 析 よ

り,こ のよ うなASRゲ ル は化学組 成的 にも吸水膨張性

が低 く,膨 張への寄与 が小 さい もの と考 え られた。化学

法 とモ ル タルバ ー法 の 結果 よ り判断 す る と,現 行 の

ASR試 験 法 で軽量骨材 を適用範 囲外 と してい ることの

妥当性が検証で きた。 さ らに,軽 量細骨 材の種類 によ っ

ては骨材か ら多量 にアルカ リが溶出す る ものがあ った。

以上のことか ら,軽 量骨材を実際の状態で使用できる

とともに,軽 量細骨材を他の骨材と組み合わせて試験が

行えるコンク リー トバー法が軽量骨材のASR試 験法と

してもっとも適 しているものと判断できた。 しか し,本

研究で使用した軽量骨材の中には有害な膨張は生 じてい

ないが,ASRゲ ルの生成が実際に認められることから,

コンクリー トバー法による判定の基準値および材齢は,

今後,人 工軽量骨材によるASRの 事例検証が進む過程

で再度見直す必要があるものと考えられる。さらに,軽

量骨材の反応性鉱物に関する岩石 ・鉱物学的検討が従来

実施されていないことから,軽 量骨材の使用実績 との関

係を明確にするためにも,コ ンクリー トバー法の実施 と

ともに,軽 量骨材の岩石 ・鉱物学的検討を実施すること

を推奨する。

人工軽量骨材におけるASR判 定試験法のフロー図を

図一9に示す。以下に,岩 石 ・鉱物学的検討およびコン

クリー トバー法の詳細を示す。

(1)STEP1:岩 石 ・鉱物学的検討

まず,実 構造物でのASRの 発生の有無を確認 し,軽

量骨材の使用実績にっいて明らかする。 これは,軽 量骨

材のアルカリシリカ反応性を評価する方法 として,も っ

とも基本的な ものである。また,高 温で焼成された人工

軽量骨材や火山礫からなる天然軽量骨材の中には,ア ル

カリシリカ反応性をもっ鉱物(ガ ラス相,ク リス トバラ

イ ト,ト リジマイ トなど)を 含有する可能性がある。こ

のため,偏 光顕微鏡観察やX線 回折分析を実施 し,軽

量骨材の反応性鉱物の種類とその量を検討する。

図 一8　 コ ン ク リー トバ ー 法 の 結 果(デ ンマ ー ク法)

写真一5　骨材Gの 気孔中に生成 したASRゲ ル(ASTM法)

図一9　軽量骨材のアルカリシリ力反応性の評価手順
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(2)STEP2:コ ンクリー トバー法

CSAA23.2-14A法(恒 温恒湿槽養生)で は,規 定

されたアルカ リ量が軽量骨材には少ないことと,軽 量骨

材は湿度の変化 の影響 を受 けやす いことなどか ら,

CSAの 試験法を軽量骨材に適用するのは困難であり,

推奨 しない。 このため,試 験方法は,外 部よりアルカリ

が常に供給され,湿 度管理が不要であるASTM法 また

はデンマーク法を適用することにした。 この際,コ ンク

リー トに外環境か ら影響するのはNaCl溶 液であり,

ASTM法 に用いる1N・NaOH溶 液は管理上の問題 も

あるので,試 験の実施が比較的容易であるデンマーク法

を推奨する15)。コンクリー トバー法の膨張量の判定基準

は,当 面,CSAA23.2-14Aの もの(膨 張量が0.04%

以上の場合を材齢に無関係に 「有害」 とする)に 準拠す

ることとした。

6.ま と め

軽量骨材 コンクリー トに対す る一連のASR試 験の結

果より,軽 量骨材で もASRの 反応 自体は実際に発生す

ること,軽 量骨材のASR判 定にはコンクリー トバー法

が もっとも適 していることを述べた。 しか し,本 試験の

範囲内ではコンクリー トバー法の具体的な判定基準を設

定することはできなかった。これは,実 構造物の調査で

軽量骨材 コンクリー トのASRの 事例検証が十分でない

ことか ら,ど のような使用 ・環境条件下(凍 害や乾湿の

繰 り返 しとの複合作用の影響を含めて)で 軽量骨材に実

際にASRが 発生 したかが明確 になっていないことによ

る。今後,実 構造物のASR調 査や軽量骨材 コンクリー

トの屋外暴露試験より,軽 量骨材 コンクリー トのASR

によるひび割れ発生のメカニズムを明 らかにすることが

重要であると考えている。 このことに関連 して,軽 量骨

材は普通骨材 と比較すると凍結融解に対する抵抗性が小

さいために,積 雪寒冷地での軽量骨材コンクリー トのひ

び割れの発生 は,ASRが 発生 しても凍害が主因である

可能性が高い。 このような観点からの構造物の調査 ・診

断を見直すことも必要である。最後に,軽 量骨材の場合

のみな らず,ASRの 抑 制対策 や試験法 の確立 のため に

は,管 理者(使 用者)側 か らの積極的 なASRの 情 報開

示が不可欠で あ り,産 官学 のそれぞれ の立場 よ りどのよ

うなASRに 対 す る対応 を図 るべ きか とい う問題 を今一一

度真剣 に考 えて みる時期 にきて いる。
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